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経常収支比率の分析

人 口
面 積
標 準 財 政 規 模
歳 入 総 額
歳 出 総 額
実 質 収 支

34,341
15.84
5,670,419
9,248,709
8,982,537
220,192

人(H21.3.31現在)
ｋ㎡
千円
千円
千円
千円

当　該　団　体　値

類似団体内平均値

類似団体内の
 最大値及び最小値

経常収支比率（合計）

H20類似団体内順位

44/153

全国市町村平均

91.8

沖縄県市町村平均

89.0

(%)

110.0

100.0

90.0

80.0

70.0

60.0

102.2

70.0

89.4
89.588.187.087.1

H20H19H18H17H16

87.689.288.086.8
83.4

人件費

H20類似団体内順位

86/153

全国市町村平均

27.2

沖縄県市町村平均

29.7

(%)

50.0

40.0

30.0

20.0

10.0

43.9

18.6

26.327.027.628.228.6

H20H19H18H17H16

26.9

30.131.231.932.1

物件費

H20類似団体内順位

44/153

全国市町村平均

13.1

沖縄県市町村平均

12.9

(%)

30.0

25.0

20.0

15.0

10.0

5.0

0.0

24.4

5.8

14.8
14.714.615.314.9

H20H19H18H17H16

11.812.211.611.311.4

扶助費

H20類似団体内順位

130/153

全国市町村平均

9.1

沖縄県市町村平均

10.6

(%)

14.0

12.0

10.0

8.0

6.0

4.0

2.0

0.0

11.2

1.6

5.6
5.4

4.94.64.7

H20H19H18H17H16

7.46.56.3
5.34.9

その他

H20類似団体内順位

83/153

全国市町村平均

11.7

沖縄県市町村平均

11.0

(%)

30.0

20.0

10.0

0.0

23.7

3.5

12.9

12.311.5

10.5

10.7

H20H19H18H17H16

13.3

11.210.8

10.8

9.6

補助費等

H20類似団体内順位

50/153

全国市町村平均

10.6

沖縄県市町村平均

7.2

(%)

40.0

30.0

20.0

10.0

0.0

27.2

3.2

13.0
12.912.612.812.9

H20H19H18H17H16

11.212.612.412.110.8

公債費

H20類似団体内順位

74/153

全国市町村平均

20.1

沖縄県市町村平均

17.6

(%)

50.0

40.0

30.0

20.0

10.0

0.0

37.1

6.2

16.8

17.216.915.615.3

H20H19H18H17H16

17.0

16.615.715.414.6

公債費以外

H20類似団体内順位

56/153

全国市町村平均

71.7

沖縄県市町村平均

71.4

(%)

100.0

90.0

80.0

70.0

60.0

50.0

91.0

56.4

72.6

72.371.271.4

71.8

H20H19H18H17H16

70.6

72.672.371.4

68.8

経常収支比率（合計）

人件費

物件費

扶助費

その他

補助費等

公債費

公債費以外

類似団体平均

西原町

※１　本レーダーチャートは、当該団体と類似団体平均値より算出した偏差値をもとにチャート化したものである。（偏差値は平均を100としている。）

　２　当該団体の八角形が平均値の八角形より外側にあるほど、歳出抑制等により財政構造に弾力性があることを示している。

　３　類似団体とは、人口および産業構造等により全国の市町村を35のグループに分類した結果、当該団体と同じグループに属する団体を言う。
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【経常収支比率】　平成9年度に80％台に達し、近年では平成17年度に86.8％、平成18年度には88.0％、平成19年度は89.2％と比率は年々上昇傾向にあったが平
成20年度は、87.6％と対前年度比で1.6ポイント減少した。これは人件費の職員基本給、職員手当の削減、退職手当組合負担金の減で△3.2ポイント、物件費で賃
金、委託料、役務費、備品購入費の減で△0.4ポイント、補助費等で東部清掃組合・東部消防組合・南部広域行政組合の一部事務組合への負担金の減で△1.2ポイ
ントとなった。しかしながら、公債費で臨時財政澤策債の元利償還金等で0.4ポイントの増、繰出金で国保事業会計へ21.5ポイント、介護保険事業へ15.1、後期高齢
者医療事業等への繰出金で2.2ポイントの増、扶助費で私立児童運営費負担金、被用者小学校終了前特例給付、非被用者終了前特例給付等、身体障害者更正
医療給付費等で0.9ポイントの増となった。今後は地方交付税、臨時財政対策債等の経常一般財源（歳入）が減少する中、経常経費充当一般財源（歳出）が扶助
費、公債費等の伸びにより上昇傾向にある中、今後は収入においては町税の滞納整理の着実な実施等により徴収率の向上を図り、その他の収入においても自主
財源の確保に努める必要がある。支出においては法制度に基づいた義務的経費の増加、地方債の元利償還等の増加が見込まれる中で、限られた財源や人員の
有効活用を図り、適正な定員管理を推進し、人件費の抑制、物件費、公債費等の抑制、扶助費の適正化を行い経常的経費を抑制していく。
　【人件費】　類似団体平均と比べて0.3ポイント高い水準にあるが、平成19年度より3.2ポイント減少し、県市町村平均より2.8ポイント低い水準にある。これは保育所
職員給与、その他一般職員給与や各種職員手当（扶養手当、時間外勤務手当、期末勤勉手当、通勤手当、住居手当、特殊勤務手当）の大幅な削減によるもので
ある。しかしながら、職員の高齢化により平均給与額も増加したため平成19年度においてはラスパイレス指数で類似団体より1.2ポイント、平成20年度で2.2ポイント
上回っている。年次的に職員の増加抑制、効率的な組織編成及び適正な職員配置に取組み、平成20年4月1日現在では、その成果が現れ全国市町村平均より
2.36人、県市町村平均より2.91人下回っている。本町、平成17年4月1日から平成22年4月1日までに定員を11名削減する定員計画を｢集中改革プラン｣で明示してい
る。今後も厳しい財政状況を勘案し、効率的な事務事業の見直し、行政組織の見直し、民間への業務委託等の推進を明示しており、引き続き適正な定員管理を目
指す。
　【物件費】　類似団体平均と比べて3.0ポイント低い水準にあり、平成19年度に比べて0.4ポイント下回った。臨時職員賃金、各種業務委託料、役務費、備品購入費
等の削減によるもので、今後も施設管理を含め需用費、光熱水費等の徹底的な経費節減を図り、物件費経費全体について抑制していく。
　【扶助費】　類似団体平均と比べて1.8ポイント高い水準にあり、平成19年度よりも0.9ポイント上昇している。これは、児童手当、私立分児童運営費、身体障害者更
正医療給付費、身体障害者・知的障害者・児童居宅支援費等の額が膨らんでいることが挙げられる。特に社会保障費の扶助費は財政を圧迫する傾向にあり、資格
審査等の適正化や各種手当の見直しを推進していく。
　【公債費】　類似団体平均と比べて0.2ポイント低い水準にあるが、年々微増傾向にある。臨時財政対策債等の元利償還金の影響を受け今後の財政負担が重たい
ものになっている。新規発行を伴う普通建設事業（投資的経費）、特に庁舎等複合施設整備事業の新規事業などで平成29年度をピークに上昇する事が予想される
ことから、公債費負担の中長期的な平準化の観点から実質公債費比率の急激な上昇を抑制する必要がある。
　【補助費等】　類似団体平均と比べて1.8ポイント低い水準にあり、平成19年度よりも1.4ポイント減少した。これは、一部事務組合に対する負担金等（東部清掃組
合、東部消防組合、南部広域行政組合等）が減少したものの、今後も各種財政援助団体に対する補助金が適切な事業を行っているか精査し、更なる見直しや廃止
を行う。
　【その他】　類似団体平均と比べて0.4ポイント、平成19年度に比べて2.1ポイント上回った。国民健康保険特別会計への事務費繰出金、介護保険特別会計への事
務費繰出金、下水道事業会計への建設費繰出、公債費財源繰出への繰出が年々増加する傾向にある。介護保険会計、国民健康保険会計への繰出を含め保険
料の適正化を図るなど税収を主な財源としている普通会計の負担額を軽減するよう努めていく。

　【普通建設事業費】　人口1人当たりの決算額で、類似団体平均と比べて4,855円、12.5ポイント上回っているが、決算額では補助事業で対前年比7.6ポイント、単独
事業で25.7ポイント減少している。しかし今後も継続事業として道路事業、区画整理事業、教育施設防音事業が控えており、新規事業としての庁舎等複合施設建設
事業で増加傾向にある。今後の財政負担を考慮し、地方債の新規発行を伴う普通建設事業（投資的経費）については、引き続き抑制に努める。



人件費及び人件費に準ずる費用の分析
人件費及び人件費に準ずる費用

人口1人当たり決算額
当該団体（円） 類似団体平均（円） 対比（％）

人件費 1,756,848 51,159 60,148 ▲ 14.9
賃金（物件費） 43,260 1,260 4,385 ▲ 71.3
一部事務組合負担金（補助費等） 394,995 11,502 7,506 53.2
公営企業（法適）等に対する繰出し（補助費等） - - 133 -
公営企業（法適）等に対する繰出し（投資及び出資金・貸付金） - - - -
公営企業（法非適）等に対する繰出し（繰出金） 300,169 8,741 3,106 181.4
事業費支弁に係る職員の人件費（投資的経費） 120,345 3,504 1,188 194.9
▲退職金 ▲ 187,800 ▲ 5,469 ▲ 6,086 ▲ 10.1
合計 2,427,817 70,697 70,380 0.5

参考
当該団体 類似団体平均 対比（差引）

人口1,000人当たり職員数（人） 5.10 6.73 ▲ 1.63
ラスパイレス指数 98.3 96.1 2.2

公債費及び公債費に準ずる費用の分析
公債費及び公債費に準ずる費用（実質公債費比率の構成要素）

人口1人当たり決算額
当該団体（円） 類似団体平均（円） 対比（％）

公債費充当一般財源等額
（繰上償還額及び満期一括償還地方債の元金に係る分を除く。）

976,149 28,425 32,176 ▲ 11.7

満期一括償還地方債の一年当たりの元金償還金に相当するもの
（年度割相当額）等

- - 11 -

公営企業債の償還の財源に充てたと認められる繰入金 106,999 3,116 10,000 ▲ 68.8
一部事務組合等の起こした地方債に充てたと認められる補助金又
は負担金に充当する一般財源等額

28,709 836 4,047 ▲ 79.3

債務負担行為に基づく支出のうち公債費に準ずるものに充当する
一般財源等額

- - 1,507 -

一時借入金利子
（同一団体における会計間の現金運用に係る利子は除く）

1,074 31 11 181.8

▲地方債に係る元利償還金及び準元利償還金に要する経費として
普通交付税の額の算定に用いる基準財政需要額に算入された額

▲ 575,901 ▲ 16,770 ▲ 27,406 ▲ 38.8

合計 537,030 15,638 20,347 ▲ 23.1
平成21年４月１日以降の市町村合併により消滅した団体については、「-」としている（以下の項目について同じ。）。
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※参考　実質公債費比率及び起債制限比率の推移
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普通建設事業費の分析

普通建設事業費

当該団体(円) 増減率(%)(A) 類似団体平均(円) 増減率(%)(B) (A)-(B)

2,954,976 88,430 ▲ 20.8 52,737 ▲ 11.9 ▲ 8.9

うち単独分 1,135,819 33,990 ▲ 35.8 35,895 ▲ 7.7 ▲ 28.1

1,940,486 57,730 ▲ 34.7 42,971 ▲ 18.5 ▲ 16.2

うち単独分 667,745 19,866 ▲ 41.6 27,006 ▲ 24.8 ▲ 16.8

1,846,274 54,486 ▲ 5.6 41,759 ▲ 2.8 ▲ 2.8

うち単独分 645,755 19,057 ▲ 4.1 25,833 ▲ 4.3 0.2

1,627,740 47,528 ▲ 12.8 36,358 ▲ 12.9 0.1

うち単独分 721,018 21,053 10.5 21,039 ▲ 18.6 29.1

1,373,850 40,006 ▲ 15.8 35,141 ▲ 3.3 ▲ 12.5

うち単独分 535,916 15,606 ▲ 25.9 20,483 ▲ 2.6 ▲ 23.3

過去５年間平均 1,948,665 57,636 ▲ 17.9 41,793 ▲ 9.9 ▲ 8.0

うち単独分 741,251 21,914 ▲ 19.4 26,051 ▲ 11.6 ▲ 7.8
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